
令和３年度第６回久留米市情報公開・個人情報保護審議会（定例会）会議議事予定 

（令和４年１月２５日（火）１７時～ 開催形式：ＺＯＯＭによる会議） 

 

１ 前回会議の概要報告 

 

２ 諮問案件の審議 

 (1) 介護認定調査業務において、介護認定申請者の個人情報をオンライン結合により受託業者

に提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２

号）について 

諮問機関：健康福祉部介護保険課 

 

 (2) 久留米市個人情報保護条例第１０条第１項第２号の規定によるオンライン結合等に関し、

類型として諮問を行うもの 

類型案１ ＡＩ-ＯＣＲ導入業務において、民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバに

ＰＤＦデータ化された個人情報（センシティブ情報を除く。）を提供する場合 

類型案２ ＡＩ-ＯＣＲ導入業務において、民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバに

特定項目に係るＰＤＦデータ化された個人情報を提供する場合 

諮問機関：総務部総務課  

 

 (3) 学童保育所運営業務において、ＡＩ－ＯＣＲの導入に伴い、入所申込書に記載された個人情報

を、オンライン結合により民間事業者が設置・管理するＡＩ－ＯＣＲサーバに提供すること及び文

字データに変換された当該個人情報をオンライン結合により学童保育所運営事業の受託者に提供

することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）につい

て 

諮問機関：子ども未来部子ども政策課 

 

 (4) 保育料の徴収業務において、口座振替通知書に記載された個人情報を民間事業者が設置・

管理するＡＩ－ＯＣＲサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個人の権利

利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

諮問機関：子ども未来部子ども保育課 

 

(5) 災害義援金配分業務において、ＡＩ-ＯＣＲの導入に伴い、申請書に記載された個人情報を

民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要

性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

諮問機関：総務部総務課 

 

３ その他 
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令和３年度第５回久留米市情報公開・個人情報保護審議会（臨時会）会議概要 

 

日 時：令和４年１月１１日（火） 午後３時～ 

場 所：職員会館メルクス ２階中小会議室 

出席者：吉岡会長、小路口委員、岡委員、西田委員、松隈委員、吉弘委員 以上６名 

事務局：舞弓主幹、吉本課長補佐、中島主査、鶴田 

 

議事の概要  

 

１ 諮問案件の審議 

【諮問案件】 

「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」の確認書の作成及び送付業務を民間

事業者へ委託するに当たり、市が保有する給付対象者の情報を、オンライン結合によ

り受託事業者へ提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条

例第１０条第１項第２号）について  

         諮問機関：住民税非課税世帯等給付金プロジェクト 

実施機関：住民税非課税世帯等給付金プロジェクト（千代島主幹、江越主査） 

―資料をもとに住民税非課税世帯等給付金プロジェクトから説明― 

（Ａ委員）今回の給付金は、児童手当の受給者にも支払われると思うが、同一の事業者

に委託するのか。 

（実施機関）児童手当支給業務については確認していないが、封入封緘作業を委託する

事業者は、過去に何度か委託した実績があり、信頼性の高い事業者である。 

（Ｂ委員）久留米市内の事業者に業務を委託するのか。 

（実施機関）久留米市外の事業者に委託する。 

（Ｃ委員）資料の４ページ目以降に業務委託契約書案が記載されているが、これまで他

の事業者に委託する際も、同様の内容で契約を締結していたのか。 

（実施機関）そうである。 

（Ｃ委員）契約書案は、「第○条」という表記をしているが、数字を入れていないのは

なぜか。 

（実施機関）この契約書案は個人情報に関する条項部分の抜粋であり、実際はこの前に、

業務の概要などを示す条項が入るため、現段階では数字を入れていない。 

―他に質問や意見等はなく、この件に関しては承認される。― 

 

２ その他 

次回の開催について 

 

以上 
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3

久留米市情報公開・個人情報保護審厳会会長 様

諮問書

3介保第56 9 8号

令和4年 1月 13日

言凰
二健留康こ：を介::;:『虐喜］

久留米市個人情報保護条例第24条の規定により、下記のことについて貴審鏃会の意

見を求めます。

記

介護認定調査業務において、介護認定申請者の個人情報をオンライン結合により受託

業者に提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第10条

第 1項第2号）について



【諮問案件１】 

 介護認定調査業務において、介護認定申請者の個人情報をオンライン結合により受

託業者に提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１

０条第１項第２号）について 

諮問機関：健康福祉部介護保険課 

 

１ 業務の概要 

  介護サービスを受けるために必要な要介護認定は、介護認定申請書（以下「申請書」

という。）の提出、介護認定調査、介護認定審査会による判断、市町村による認定の

流れで行っている。 

  現在、上記のうち、介護認定調査に係る事務を受託業者へ委託しており、介護認定

調査の際に必要となる申請書を市から受託業者に対して郵送しているが、申請書の発

送から到着までに３日程度の日数を要しているという状況である。また、郵便法の改

正による配達日数の長期化や、災害時の遅延も懸念されるところである。 

  そこで、現在郵送により送付している申請書を、受託業者が管理する情報共有シス

テムの利用により、データ形式で送付するに当たり、オンライン結合の承認を求める

ものである。 

 

２ 公益上の必要性について（条例第１０条第１項第２号） 

  介護保険法は、申請書の提出から認定までの審査期間として３０日を遵守するよう

求めているが、実際には、３０日を超える事例が多く発生している状況である。その

ため、申請書の送付方法を、郵送からデータ送付に変更することにより、受託業者が

介護認定調査に着手するまでの期間を可能な限り短縮し、介護認定申請者への早期の

結果通知に繋げる必要がある。 

  また、申請書の郵送を廃止することにより、郵送費の負担削減及び郵便事故を防止

することが可能となる。 

  以上のことから、申請書をオンライン結合により受託業者へ提供することは公益上

の必要性がある。 

 

３ 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第１０条第１項第２号） 

  情報の提供に当たっては、ＶＰＮ（※１）の利用により、ネット接続中のセキュリ

ティを確保する。データの受渡しの際は、暗号化ソフトを利用することにより、不慮

のサーバ事故の発生時もデータを守ることが可能である。また、サーバからデータの

漏えいが発生した場合も、パスワードが漏れない限りデータは複号されない仕組みと

なっている。 

システムを管理する受託業者は、個人情報の取扱いを適切に行っていると認められ

る事業者に対して付与されるプライバシーマーク（※２）の認定を受けており、個人

情報について、適切な保護措置を講じる体制を整備している。また、委託契約書にも

個人情報の取扱いに関する事項を明記する。 

データの受渡しについては、受託業者の特定の職員のみが行う。市がデータを送付
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した後に受託業者に連絡し、受託業者は、即時にデータを回収し、サーバ上からデー

タを削除することとしている。市がデータを送付してから受託業者がデータを削除す

るまでの時間を短縮することで、個人情報漏えい等のリスクを低減させる。 

  以上のことから、今回のオンライン結合による個人情報漏えい等のリスクは低いと

考えられるため、個人の権利利益を侵害するおそれはないものと考える。 

 

※１ ＶＰＮ 

ＶＰＮとは、Virtual Private Network の略称であり、インターネット上に仮想

的な専用回線を設けて、アクセスを許可された拠点間のみが、セキュリティ上の安

全な経路を使ってデータをやりとりすることができるものである。 

 

※２ プライバシーマーク 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が、個人情報の取扱いを適切に行っている

と認める事業者に対し付与するものである。プライバシーマーク制度は、日本工業規

格JIS Q 15001 に基づいて第三者により客観的に評価される制度であることから、プ

ライバシーマークの付与を受けた事業者にとっては、法律への適合性はもとより、自

主的により高い保護レベルの個人情報保護マネジメントシステムを確立し、運用して

いることを示すものとなる。 

  

４ オンライン結合により提供する個人情報 

申請者又は家族の氏名、住所、電話番号、申請者の性別、生年月日及び被保険者番

号、入院・入所先、認知症の有無及び程度、前回の介護度 

 

５ 実施時期 

令和４年４月１日から 
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3総第 19 4 2号

令和4年 1月 17日

久留米市情報公開・ 個人情報保護審議会会長 様

団う
由卯

久留米市：念務大部：：芳課1汀1冒塁

書問次ロ
1

-

＝ロ

久留米市個人情報保護条例第 24条の規定により、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

久留米市個人情報保護条例第 10条第1項第2号の規定によるオンライン結合等に

関し、類型として諮問を行うもの

類型案1 A I-OCR導入業務において、民間事業者が設置・管理するAI-OCR 

サーバにPDFデータ化された個人情報（センシティブ情報を除く。）を提

供する場合

類型案2 A I-OCR導入業務において、民間事業者が設置 ・管理するAI-OCR 

サーバに特定項目に係るPDFデータ化された個人情報を提供する場合



【諮問案件２】 

 久留米市個人情報保護条例第１０条第１項第２号の規定によるオンライン結合等に関

し、類型として諮問を行うもの 

類型案１ ＡＩ-ＯＣＲ導入業務において、民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサ

ーバにＰＤＦデータ化された個人情報（センシティブ情報を除く。）を提供する

場合 

類型案２ ＡＩ-ＯＣＲ導入業務において、民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサ

ーバに特定項目に係るＰＤＦデータ化された個人情報を提供する場合 

諮問機関：総務部総務課 

 

１ 諮問案件の概要 

本市では、従来、手作業により行ってきた紙帳票情報のシステムへの入力・登録作業

を、省力化とコスト削減のため、ＡＩ-ＯＣＲ（※１）及びＲＰＡ（※２）を導入するこ

とにより自動化し、業務の効率化を図ってきたところである。 

 

※１ ＡＩ-ＯＣＲ：紙文書をスキャナーにかけた後、文字情報に変換する「光学文字

認識機能（ＯＣＲ）」にＡＩ（人工知能）を活用し、印字された文字だけでなく、

手書き文字でも誤変換が少なく、高い認識精度でデータ化できる技術 

※２ ＲＰＡ：普段人が行う定型的なパソコン操作をソフトウェアが代替して自動化

するもの 

 

これまでは、ＡＩ-ＯＣＲを導入しようとする所管課は、個別にオンライン結合等につ

いて審議会に諮問を行い、承認を得たうえで実施していた。 

  今後も、一層の業務効率化に向けてＡＩ-ＯＣＲ導入業務の拡大が見込まれるが、業務

ごとに個人情報の提供方法が変わるわけではないため、今回、条例第１０条第１項第２

号の規定によるオンライン結合等に関し、類型として諮問するものである。 

ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡの導入による業務の自動化のイメージは、下記「ＡＩ-ＯＣＲ

及びＲＰＡの導入イメージ」のとおりである。 

通常、紙で提出された申請書等については、人の手でシステムへ入力・登録する必要

がある。ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡを導入した場合、申請書等をスキャナーでＰＤＦデータ

に変換後、民間事業者が保有するＡＩ-ＯＣＲサーバに送信（オンライン結合）し、文字

データに変換する。この文字データを元に、ＲＰＡを活用し、システムへの入力・登録

作業を自動化することが可能となる。 
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出典：総務省「自治体における RPA導入のすすめ」（2021 年 1 月発行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公益上の必要性について（条例第１０条第１項第２号） 

ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡの導入により、次の効果を見込んでいる。 

(1)定量的効果 

自動化による業務処理時間の削減効果 

(2)定性的効果 

・入力ミスの軽減、正確性の向上 

・定型業務以外の業務への職員のシフトとそれによる住民サービスの向上 

・定型作業や誤りの許されない作業の負担軽減 

・特定の職員にかかっていた業務負荷の分散化 

・時間外勤務の削減 

 

３ 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第１０条第１項第２号） 

    現在、ＡＩ-ＯＣＲサーバを設置・管理する民間事業者は、下記の（１）から（３）ま

での安全管理措置を講ずることとしている。今後、別の民間事業者と契約することとな

 

通信回線を介したオンライン結合 

 LGWAN-ASP 

ＡＩ-ＯＣＲサーバ 

ＡＩ-ＯＣＲの活用範囲 

スキャナー 

《 ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡの導入イメージ（業務の自動化） 》 

ＡＩ-ＯＣＲの活用イメージ 

----------
----------
----------
---------- 

申請書等（紙） 

ＰＤＦ化した申請書等 
をサーバへ送信 

文字データに変換
されたデータを取得 
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った場合においても、同様の措置を求めることで、個人情報の取扱いに慎重を期す。 

 なお、ＡＩ-ＯＣＲサービスの利用に当たっては、利用約款により、サービス提供業者

に対し、個人情報の取扱いに関する義務（目的外利用禁止、第三者への提供禁止、漏洩

等の防止その他の安全管理措置義務、従業者に当該義務を遵守させる義務）が課されて

いる。 

 

 (1) ネットワークの安全性について 

庁内情報系システムとＡＩ-ＯＣＲサーバとは、専用回線に接続されており、外部のイ

ンターネット環境とは切り離されたＬＧＷＡＮ（※３）環境下にある。 

※３ ＬＧＷＡＮ：自治体間等の情報のやり取りのために特別につくられた行政専用

のネットワーク。情報はインターネットから切り離された閉域ネットワークでの

やり取りとなり、一定のセキュリティを設けているため、通常のインターネット

とは比較にならない程のセキュリティが確保されている。 

 

 (2) システムの安全性について 

ＡＩ-ＯＣＲサーバへ送信された申請書ＰⅮＦデータは、送信後５日でサーバ内から

完全に削除される。これは、ＡＩ－ＯＣＲの提供事業者が定めている仕様であり、ユ

ーザ側でサーバ上のデータを物理削除できないようになっている。また、ＡＩ-ＯＣＲ

サーバ設置・管理業者においては、セキュリティ対策としてネットワークペネトレー

ションテスト（※４）の実施、ファイアウォール（※５）によるアクセス制御、ＷＡ

Ｆ（※６）によるセキュリティ強化、ＩＰＳ（※７）による不正アクセスの検知等の

措置が講じられている。 

※４ ネットワークペネトレーションテスト：実際に既知の技術を用いてシステムへ

の侵入を試みることで、システムに脆弱性がないかどうかをテストする手法のこ

と。 

※５ ファイアウォール：ネットワーク保護のため、外部からの攻撃を阻止し、及び

内部からの望まない通信を防ぐシステム 

※６ ＷＡＦ：ファイアウォ―ルの一種で、従来のファイアウォールでは防げないウ

ェブアプリケーションに対する不正な攻撃を防御するためのシステム 

※７ ＩＰＳ：不正侵入防御システムのことで、不正なアクセスを検知し、通信を遮

断する役割を担う。 

 

(3) 物理的な安全性について 

   ＡＩ-ＯＣＲサーバ保有・管理業者においては、物理的な安全管理措置として、ＡＩ

-ＯＣＲサーバを保管しているデータセンターへの入館者は最小限とし、入館の際はプ

ロジェクトリーダーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。 

また、ＡＩ-ＯＣＲサーバを格納するラックは施錠し、鍵を使用できる者を制限した

上で、作業状況を常時監視カメラで記録することとしている。 
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４ オンライン結合等により提供する個人情報の内容 

  ○類型案１の場合 センシティブ情報を除く個人情報の提供 

         本市においては、条例第６条第２項各号に掲げる個人情報（思想、信条、宗教や社

会的差別の原因となる個人情報）を「センシティブ情報」として取り扱っており、原

則として、その保管等を禁止している。ただし、同項ただし書により、審議会の意見

を聴いて行政執行のために特に必要があると認めたときは保管等を許容しているとこ

ろ、過去に審議会の意見を聴いた個人情報の保管等の類型は以下のとおりである。 

類型案１は、以下の類型に属するセンシティブ情報については、今後も個別の諮問

を要するが、それ以外の個人情報については、類型として審議会の承認をいただいた

上で、以後は個別の諮問を経ずにＡＩ-ＯＣＲサーバへの提供を可能とする案である。     

 条項 類型 

1 ６条２項

１号 

各種相談業務において、相談者の生活信条などの個人情報を保管等

する場合 

2 〃 苦情、要望、陳情などに含まれる申出者の個人情報を保管等する場

合 

3 〃 作文、論文などに含まれる思想や考え方などの個人情報を保管等す

る場合 

4 〃 議員等の所属政党、会派などの政治的信条に関する個人情報を保管

等する場合 

5 〃 介護サービス等業務において、受給者の信教、趣味、し好などの個

人情報を保管等する場合 

6 〃 審議会等附属機関の会議における発言者の意見などの個人情報を

保管等する場合 

7 〃 履歴書に記載された趣味、し好などの個人情報を保管等する場合 

8 〃 申請書に記載された申請理由などの個人情報を保管等する場合 

9 〃 事故、工事などの補償に関する本人の主張などの個人情報を保管等

する場合 

10 〃 市が行う事業に関して対象者の意向など個人情報を保管等する場

合 

11 ６条２項

２号 

栄典、表彰等の候補者について刑罰の有無を確認する場合 

12 〃 歴史的社会的理由により、生活環境等の安定向上が阻害されている

地域に対して各種事業を行う際に、当該地域出身者であることを示

す個人情報の保管等を行う場合 

13 〃 心身障害者の福祉向上のための事業を行うなかで、重度の心身障害

の事実等社会的差別の原因となるおそれがあると認められる情報

の保管等を行う場合 
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○類型案２の場合 特定項目に係る個人情報の提供 

 類型案２は、ＡＩ-ＯＣＲサーバへ提供することができる個人情報の項目をあらかじ

め特定したうえで、提供しようとする個人情報がその項目に当てはまるときのみ、Ａ

Ｉ-ＯＣＲサーバへの提供を可能とする案である。列挙する項目の案は以下のとおりで

ある。 

氏名、住所、郵便番号、生年月日、性別、電話番号、メールアドレス、団体名、勤務

先、金融機関名、預金種目、口座名義人、印影（届出印）、通帳番号、口座番号、所属

党派、個人識別コード（マイナンバーを除く被保険者番号、住民コード等）、家屋の所

在地、自動車ナンバー、続柄 

 

５ 過去の審議会への諮問実績 

年度 諮問内容 結果 

２ 

介護保険認定申請情報の登録業務において、ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの

導入に伴い、申請書に記載された個人情報を民間事業者が設置・管理す

るＡＩ－ＯＣＲサーバとオンライン結合等を行うことの公益上の必要性

及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）につい

て 

承認 

３ 

ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡを導入予定の業務において、申請書等に記載され

た個人情報を民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバとオンライ

ン結合を行うことの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無

（条例第１０条第１項第２号）について 

※市税過誤納金口座振込依頼書の入力業務ほか１３業務 

〃 

事業継続緊急支援金及び感染症拡大防止対策強化補助金の申請受付

業務において、ＡＩ-ＯＣＲ及びＲＰＡの導入に伴い、申請書に記載

された個人情報を民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバと

オンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個人の権利利益の

侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

〃 

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種に係る接種記録業務におい

て、予診票に記載された個人情報を民間事業者が設置・管理するＡＩ-

ＯＣＲサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個

人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

〃 

り災証明書及び被災証明書の交付業務において、交付申請書に記載さ

れた個人情報を民間事業者が設置・管理するＡＩ－ＯＣＲサーバとオ

ンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵

害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

〃 
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12

3子政第51 2号
令和4年1月18日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会会長 様 「―-
久留米市長大久保
I 

書問吝
11~" 

久留米市個人情報保護条例第24条の規定により、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

学童保育所運営業務において、 AI-OCRの導入に伴い、入所申込書に記載された

個人情報を、オンライン結合により民間事業者が設置・管理するAI-OCRサーパに

提供すること及び文字データに変換された当該個人情報をオンライン結合により学童

保育所運営事業の受託者に提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害

の有無（条例第10条第1項第2号）について



 

【諮問案件３】 

 学童保育所運営業務において、ＡＩ－ＯＣＲの導入に伴い、入所申込書に記載された個人情

報を、オンライン結合により民間事業者が設置・管理するＡＩ－ＯＣＲサーバに提供すること

及び文字データに変換された当該個人情報をオンライン結合により学童保育所運営事業の受

託者に提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項

第２号）について 

諮問機関：子ども未来部子ども政策課 

 

１ 業務概要 

  本市では、就労等により保護者が日中家にいない小学生に対し、放課後に適切な遊びと生活

の場を与え、その健全な育成を図ることを目的として、学童保育所運営事業を行っている。ま

た、学童保育所入所受付事務を初めとする運営事務については、久留米市学童保育所連合会（以

下「連合会」という。）に委託している。 

  連合会においては、学童保育所の入所受付事務を次のような流れで行っている。 

 ①保護者から提出された学童保育所入所申込書（以下「申込書」という。）（資料１）の情報を

学童保育管理システム（以下「学童システム」という。）に登録する。 

 ②学童システムに申込書の情報が正しく入力されているかのチェックを行う。 

③学童システムに登録された情報をもとに入所認定を行う。 

  学童保育所の入所児童数は年々増加傾向にあり、令和３年度の入所児童数は、平成２４年度

の約１．５倍である約４，４００名となっている。そのため、近年、連合会の人員体制では処

理が追い付かず、臨時職員の雇用等を行い対応している状況である。 

そこで、現在手作業で行っている申込書情報の学童システムへの入力作業を、ＡＩ－ＯＣＲ

（※１）の導入により自動化することで、入所受付事務の効率化を図りたいと考えている。 

 

※１ ＡＩ－ＯＣＲ：手書きの書類や帳票の文字を読み取り、デジタル文字に変換する技術。

ＡＩ技術を活用することでより高い精度の文字認識を可能にする。 

 

ＡＩ-ＯＣＲを導入した場合、連合会に提出された申込書を市がスキャナーでＰＤＦデータに

変換し、業者が保有するＡＩ-ＯＣＲサーバに送信（オンライン結合）する。市は、業者により

文字データに変換された申込情報をＵＳＢメモリを介して連合会に提供（オンライン結合）す

る。この文字データはＣＳＶファイルとして学童システムに取り込むことができるため、手入

力の必要がない。 

今回、この一連の流れの中で必要となる、ＡＩ-ＯＣＲサーバへのデータ送信及びＵＳＢメモ

リを介した連合会への個人情報の提供について、オンライン結合の承認を求めるものである。 
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２ 公益上の必要性について（条例第１０条第１項第２号） 

  ＡＩ－ＯＣＲの導入により、次の効果を見込んでいる。 

・入力ミスの軽減、正確性の向上 

・学童システムへの入力作業及び確認作業に要する時間の削減効果（見込）750 時間 

・臨時職員雇用費用の縮減 

 

このような効果を生み出すためには、ＡＩ－ＯＣＲを導入する必要があり、そのためにはデ

ータの提供が必須となるため、これらのオンライン結合には公益上の必要性がある。 

 

３ 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第１０条第１項第２号） 

 (1)  ＡＩ－ＯＣＲのネットワークの安全性について 

庁内情報系システムとＡＩ－ＯＣＲサーバとは、専用回線に接続されており、外部のイン   

ターネット環境とは切り離されたＬＧＷＡＮ（※２）環境下にある。 

 

※２ ＬＧＷＡＮ：自治体間等の情報のやり取りのために特別につくられた行政専用のネットワ

ークである。情報はインターネットから切り離された閉域ネットワークでのやり取りとなり、

一定のセキュリティを設けているため通常のインターネットとは比較にならない程のセキュ

リティが確保されている。 

 

 (2)  ＡＩ－ＯＣＲのシステムの安全性について 

ＡＩ－ＯＣＲサーバへ送信された申込書ＰⅮＦデータは、送信後５日でサーバ内から完全

に削除される。これは、ＡＩ－ＯＣＲの提供事業者が定めている仕様であり、ユーザ側でサ

ーバ上のデータを物理削除できないようになっている。また、ＡＩ－ＯＣＲサーバ設置・管

 

 

----------
----------
----------
---------- 

ＰＤＦ化した申請書等 
をサーバへ送信 

文字データに変換
されたデータを取得 

データ結合イメージ 

LGWAN-ASP 

ＡＩ-ＯＣＲサーバ 

申請書等（紙） 

データをシステム登録 

市 

連合会 

通信回線を介したオンライン結合 

スキャナー 

セキュリティ機能を有する 

ＵＳＢメモリを介したオンライン結合 
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理業者においては、セキュリティ対策としてネットワークペネトレーションテスト（※３）

の実施、ファイアウォール（※４）によるアクセス制御、ＷＡＦ（※５）によるセキュリテ

ィ強化、ＩＰＳ（※６）による不正アクセスの検知等の措置が講じられている。 

 

※３ ネットワークぺネトレーションテスト：実際に既知の技術を用いてシステムへの侵入を試

みることで、システムに脆弱性がないかどうかをテストする手法のこと。 

 

※４ ファイアウォール：ネットワーク保護のため、外部からの攻撃を阻止し、及び内部からの

望まない通信を防ぐシステム 

 

※５ ＷＡＦ：ファイアウォ―ルの一種で、従来のファイアウォールでは防げないウェブアプリ

ケーションに対する不正な攻撃を防御するためのシステム 

 

※６ ＩＰＳ：不正侵入防御システムのことで、不正なアクセスを検知し、通信を遮断する役割

を担う。 

 

(3)  ＡＩ－ＯＣＲの物理的な安全性について 

   ＡＩ－ＯＣＲサーバ保有・管理業者においては、物理的な安全管理措置として、ＡＩ－Ｏ

ＣＲサーバを保管しているデータセンターへの入館者は最小限とし、入館の際はプロジェク

トリーダーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。また、ＡＩ－ＯＣＲサーバを

格納するラックは施錠し、鍵を使用できる者を制限し、作業状況は、常時監視カメラで記録

することとしている。 

  

(4) 市から連合会への文字データの提供について 

  ＡＩ－ＯＣＲにより文字データに変換されたデータの市から連合会への提供は、パスワード

ロック機能を有するＵＳＢメモリに格納し、子ども政策課職員が連合会事務所に持参し、担当

の職員に直接手渡しする形で行う。ＵＳＢメモリ上の文字データは、連合会が学童システムに

取り込んだ後直ちに消去することとする。 

 

(5) 利用約款及び契約による義務 

ＡＩ－ＯＣＲサービスの利用にあたっては、利用約款により、サービス提供業者に対し、個

人情報の取扱いに関する義務（目的外利用禁止、第三者への提供禁止、漏洩等の防止その他の

安全管理措置義務、従業者に当該義務を遵守させる義務）が課されることになる。 

また、連合会との業務委託においては、委託契約書に個人情報の取扱いに関する事項を明記

し、連合会に適切な取扱いを義務付けている（資料２）。 

 

 以上のことから、当該オンライン結合により個人の権利利益が侵害されるおそれはないものと

考える。 
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４ 提供する個人情報の内容 

 氏名、住所、性別、生年月日、電話番号、学校・学年、障害・疾病、発達の遅れの有無、申込

理由、世帯員の続柄・勤務先 

 

５ 実施時期 

  審議会承認後 
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令和４年度 （新規）学童保育所入所申込書 
 
令和  年  月  日 

久留米市学童保育所連合会 様 

フリガナ            

 

保護者氏名           

次のとおり学童保育所の利用を申し込みます。また、連合会が久留

米市に当該申込書の記載事項を提供することに同意します。 

学童保育所名 

 

受付 NO 

 

 

児
童
の
状
況 

フリガナ  性別 男 ・ 女 

氏名  生年月日 H  年  月  日 

学校名及

び学年 
小学校   年 土曜利用 する ・ しない 

障害・疾

病の有無 

無 ・ 有 （身体 級、療育 AB 延長保育 する ・ しない 

発達の遅れ：無・有 夏休み等 

早朝見守り 
する ・ しない 

その他（         ） 

〒と住所 
〒 

久留米市 

第１連絡先  第２連絡先  

 

申込理由 

（該当する番

号に〇をつけ

てください） 

1. 常態として（１週間に３日以上かつ１日につき午前８時３０分か

ら午後６時までのうち４時間以上）就労している。 

2. 常態として親族等を介護し、又は看護している。 

3. 常態として就学している。 

4. 疾病にかかり、若しくは負傷し又は心身に障害を有している。 

5. 産前又は産後８週以内である。 

6. 震災、風水害、火災その他の災害に罹災し、その復旧にあたってい

る。 

世帯の状況 

入

所

児

童

を

除

く 

氏  名 続柄 勤務先・学校名 備考 

    

    

    

    

    

※事務局チェック（就労証明の再提出）…□ 

17

120289
テキストボックス
資料１



個人情報取扱特記事項 

 

 （秘密の保持） 

第１条 乙は、この契約による事務に関して知ることのできた秘密（個人情報を含む。）を 

 第三者に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除 

 された場合においても同様とする。 

 

 （収集の制限） 

第２条 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集する場合は、事務の目的 

 を明確にし、その目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行 

 わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集する場合は、本人から収集し、 

 又は本人以外から収集するときは本人の同意の上で収集しなければならない。 

 

 （複写及び複製の禁止） 

第３条 乙は、甲が文書により指示した場合を除き、この契約による事務を処理するため 

 に甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

 （目的外使用及び第三者への提供禁止） 

第４条 乙は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報を事務の目的以外 

 の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

 （授受及び搬送） 

第５条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報の授受及び搬送を行う場合 

 には、甲の許可又は指示を受け、個人情報の紛失、破損等の事故が発生しないように管 

 理しなければならない。 

 

 （保管及び返還等） 

第６条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報の保管を行う場合には、甲 

 の許可又は指示を受け、個人情報の紛失、破損等の事故が発生しないように管理しなけ 

 ればならない。 

２ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、若し 

 くは作成した個人情報が記録された資料等を、契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引 

 き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

３ 乙は、前項ただし書により甲が指示した方法により個人情報を処理した場合は、甲に 

 報告しなければならない。 

 

資料２ 
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 （廃棄） 

第７条 乙は、甲が指定した個人情報を廃棄（消去を含む。）したときは、甲に報告しなけ 

 ればならない。 

 

 （報告） 

第８条 乙は、この契約による事務の個人情報の取扱いに関し、事故が生じたときは、そ 

 の内容について甲に速やかに報告し、甲の指示を受けなければならない。 

 

 （立入調査） 

第９条 甲は、乙がこの契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の管理状

況その他必要な事項について乙に報告を求め、又は立入調査できるものとする。 

 

 （従事者の監督） 

第１０条 乙は、その事務に従事する者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約

による事務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項及び久留米市個人

情報保護条例第３４条又は第３５条の規定に該当した場合は罰則の適用があることを周

知し、必要な監督を行わなければならない。 
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久留米市情報公開・個人情報保護審議会会長 様

諮問書

3子保第18 7 4号

令和4年 1月 17日

久留米市長大久保

久留米市個人情報保護条例第24条の規定により、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

保育料の徴収業務において、日座振替通知書に記載された個人情報を民間事業者が設

置・管理するAI-OCRサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個

人の権利利益の侵害の有無（条例第10条第1項第2号）について



 

【諮問案件４】 

 保育料の徴収業務において、口座振替通知書に記載された個人情報を民間事業者が設

置・管理するＡＩ－ＯＣＲサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及び個人

の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

諮問機関：子ども未来部子ども保育課 

  

１ 業務概要 

   本市では、保育所を利用するに当たって保護者が負担する利用者負担金（以下「保育料」

という。）の支払方法について、保護者の利便性向上及び事務処理の合理化のため、納付書に

よる納付から口座振替による納付を推奨している。口座振替による納付を開始するに当たっ

ては、子ども・子育て支援システム（以下「支援システム」という。）への口座登録作業が必

要であり、次のような流れで行っている。 

①保護者が金融機関に対し、保育料の口座振替依頼書を提出すると、その複写となっている

保育料の口座振替通知書（以下「通知書」という。）が金融機関から市へ送付される。 

②市の担当者が、通知書の情報を支援システムに登録する。 

③支援システムから口座振替依頼者の一覧を抽出し、担当者２人以上で通知書の内容が正し

く入力されているかのチェックを行う。 

   支援システムへの口座情報の登録件数は年間約１，５００件であり、そのほとんどの登録

時期が３月の繁忙期と重なり、最終の入所調整や保育料の算定といった他の業務を圧迫して

いる状況である。 

 そこで、ＡＩ－ＯＣＲ（※１）及びＲＰＡ（※２）の導入により、通知書の情報について

エクセルデータ化を行い、支援システムへの口座情報登録を自動化することで、作業の効率

化を図りたいと考えている。 

 

  ※１ ＡＩ－ＯＣＲ：手書きの書類や帳票の文字を読み取り、デジタル文字に変換する技

術。ＡＩ技術を活用することでより高い精度の文字認識を可能にする。 

※２ ＲＰＡ：定型的なパソコン操作を記録して、人の代わりに自動で作業するソフトウ

ェア 

 

   業務の自動化の流れは以下の通りである。 

   まず、金融機関から送付された通知書をスキャナーでＰＤＦに変換後、業者が保有するＡ

Ｉ－ＯＣＲサーバに送信（オンライン結合）し、文字データに変換する。この文字データを

ＰＣに格納すると、本市のエクセルに入力される。その後、ＲＰＡの活用により、支援シス

テムに口座情報を登録する。 

   この一連の流れの中で、ＡＩ－ＯＣＲサーバへのデータ送信について、オンライン結合の

承認を求めるものである。 
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２ 公益上の必要性について（条例第１０条第１項第２号） 

ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡの導入により、次の効果を見込んでいる。 

・入力ミスの軽減、正確性の向上 

・自動化による業務処理時間の削減 

 

ＡＩ－ＯＣＲ及びＲＰＡを導入するためには、通知書に記載された個人情報を含む情報を

オンライン結合等によりＡＩ－ＯＣＲサーバへ提供する必要があり、当該オンライン結合に

は公益上の必要性がある。 

 

３ 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第１０条第１項第２号） 

 (1) ネットワークの安全性について 

庁内情報系システムとＡＩ－ＯＣＲサーバとは、専用回線に接続されており、外部のイ

ンターネット環境とは切り離されたＬＧＷＡＮ（※３）環境下にある。 

 

※３ ＬＧＷＡＮ：自治体間等の情報のやり取りのために特別につくられた行政専用のネ

ットワークである。情報はインターネットから切り離された閉域ネットワークでのや

り取りとなり、一定のセキュリティを設けているため通常のインターネットとは比較

にならない程のセキュリティが確保されている。 

 

(2) システムの安全性について 

ＡＩ－ＯＣＲサーバへ送信された通知書ＰⅮＦデータは、５日でサーバ内から完全に削

除される。これは、ＡＩ－ＯＣＲの提供事業者が定めている仕様であり、ユーザ側でサー

バ上のデータを物理削除できないようになっている。また、ＡＩ－ＯＣＲサーバ設置・管

理業者においては、セキュリティ対策としてネットワークペネトレーションテスト（※４）

の実施、ファイアウォール（※５）によるアクセス制御、ＷＡＦ（※６）によるセキュリ

ティ強化、ＩＰＳ（※７）による不正アクセスの検知等の措置が講じられている。 

 

※４ ネットワークぺネトレーションテスト：実際に既知の技術を用いてシステムへの侵

入を試みることで、システムに脆弱性がないかどうかをテストする手法のこと。 

※５ ファイアウォール：ネットワーク保護のため、外部からの攻撃を阻止し、及び内部

 

 

通信回線を介したオンライン結合 

 LGWAN-ASP 
ＡＩ-ＯＣＲサーバ 

 

スキャナー 

ＡＩ-ＯＣＲの活用イメージ 

----------
----------
----------
---------- 

申請書等（紙） 

ＰＤＦ化した申請書等 
をサーバへ送信 

文字データに変換
されたデータを取得 
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からの望まない通信を防ぐシステム 

※６ ＷＡＦ：ファイアウォ―ルの一種で、従来のファイアウォールでは防げないウェブ

アプリケーションに対する不正な攻撃を防御するためのシステム 

※７ ＩＰＳ：不正侵入防御システムのことで、不正なアクセスを検知し、通信を遮断す

る役割を担う。 

 

(3) 物理的な安全性について 

    ＡＩ－ＯＣＲサーバ保有・管理業者においては、物理的な安全管理措置として、ＡＩ－

ＯＣＲサーバを保管しているデータセンターへの入館者は最小限とし、入館の際はプロジ

ェクトリーダーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。また、ＡＩ－ＯＣＲサ

ーバを格納するラックは施錠し、鍵を使用できる者を制限し、作業状況は、常時監視カメ

ラで記録することとしている。 

 

４ オンライン結合により提供する個人情報の内容 

   氏名、住所、電話番号、金融機関名、預金種別、口座番号、口座名義人、届出印、入所保

育所名 

 

５ 実施時期 

   審議会承認後 

23



24

0 0 
久留米市子どものための教育・保育給付に係る
利用者負担金（保育料）口座振替受付通知書

3 -2 
（子ども支伝課）

久 I
I
J
 

圧
＂ 米市長 殿

（
 

-・°
 
q
 

月 Hlu) 

納

付

義

務

者

．．
．
 

.ヽ
‘
 -r 
H
 

T
E
L
 

・1 I) IJ-J' 

氏

名

金融機関名I
銀ii・ f, (Ill；；>,,1, !<:J,11.,t.1,1; 

預 t t t;i. f,, I I l i i l (r :li張I升 ．KI'ii 
ば1 と名の間は 1 マスあけ．湯点なとは 1 マ 7、お (•J: t, く たさ し ,)

令 "J I Jカナ ，:， . ． 
':9''',:. : ．． ~ . ; ： ： ： 

： ： ； ； ； 

名 氏名
おl,1¥It「LL
.. .. 

イYし:； /(1'.t汁闘ll( T叫／，‘,-,,>J)) 11 91ヽ ,fr ;＇ { Jtとも： i ；： UI く、»ここ•. , → .. • 

．． 
， •し

； ： ： l~l 
人

； ： i 1 2 ： 

［ 

： 
•. . ·. ··-·•··· ・ 

児 C, 
•I 
ーヽ 氏 名 保 ．`ー

ノー 1r 
iJ 
名

保育 所人 所児僅

市役所使用樅l 納管納代 人コード

• I I 
前lnlJ刷出 年

届 出年月 11
: i : 1 : 

月 日

l • 99d (}) 伯令 lJli9 を砿忍し、保frHIlliiii:：｝依柏，りを砂J!しました．

，，1, J I II 

取扱令脱横1月名

ド

ー99
9
,

：':'

金融機関 コー

一丁―
⑪
 

（令吊快Iりで、必ず，心人してくたさいl

[U 
日



25

3総第 19 5 1号

令和4年1月18日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会会長 様
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久留米市個人情報保護条例第24条の規定により、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

災害義援金品配分業務において、 AI -0 CRの導入に伴い、申請書等に記載された

個人情報を民間事業者が設慨・管理するAI -0 CRサーバとオンライン結合を行うこ

との公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第1項第2号）に

ついて



【諮問案件５】 

 災害義援金配分業務において、ＡＩ-ＯＣＲの導入に伴い、申請書に記載された個人情報

を民間事業者が設置・管理するＡＩ-ＯＣＲサーバとオンライン結合を行うことの公益上の

必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第１０条第１項第２号）について 

諮問機関：総務部総務課 

１ 業務概要 

  本市では、災害救助法が適用されるような大規模災害が発生した場合、災害義援金を募集し、

被災者へ配分する業務を行っている。 

集まった災害義援金は、その全額について、「久留米市災害義援金品配分委員会」での審議を

経て配分対象や配分額（配分比）が決定される。 

  配分決定後、対象世帯宛に申請書を送付し、必要事項を記入した申請書を返送してもらう。 

申請書が届いたら、申請情報をエクセルに入力し、当該エクセルデータを基に申請内容の審

査を行い、内部の事務手続を経て災害義援金の口座振込を行っているが、現在、エクセルへの

申請情報の入力は、職員による手作業で行っている。 

ところで、本市においては、平成３０年以降毎年災害が発生し、かつ被災者の数も増大して

いる。例えば、これまでは、配分対象世帯数は 300～500 件程度だったが、令和３年８月豪雨に

おいては 2.5 倍増の約 1,200 件の世帯が対象となった。 

このような状況の中、被災者の生活再建の一助となる災害義援金を速やかに配分するために

は、ＩＣＴの活用により事務の一部を自動化し、作業を効率化することが極めて効果的である。 

  そこで、災害義援金の配分業務において、ＡＩ-ＯＣＲ（※１）により申請情報を CSV データ

化することで、エクセルへの入力を自動化したいと考えている。 

 

※１ ＡＩ-ＯＣＲ：紙文書をスキャナーにかけた後、文字情報に変換する「光学文字認識機

能（ＯＣＲ）」にＡＩ（人工知能）を活用し、印字された文字だけでなく、手書き文字で

も誤変換が少なく、高い認識精度でデータ化できる技術 

 

ＡＩ-ＯＣＲを導入した場合、申請書をスキャナーでＰＤＦデータに変換後、業者が保有する

ＡＩ-ＯＣＲサーバに送信（オンライン結合）し、文字データに変換する。この文字データはエ

クセルデータとして読み込むことができ、エクセルへの手入力の必要がない。 

今回、この一連の流れの中で必要となるＡＩ-ＯＣＲサーバへのデータ送信について、オンラ

イン結合の承認を求めるものである。 
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２ 公益上の必要性について（条例第１０条第１項第２号） 

ＡＩ-ＯＣＲの導入により、次の効果を見込んでいる。 

・事務処理の迅速化による災害義援金の早期振込 

・入力ミスの軽減、正確性の向上 

・自動化による業務処理時間の削減効果（見込）月間 約 40時間 

ＡＩ-ＯＣＲを導入するためには、申請書に記載された個人情報を含む情報をオンライン結合

によりＡＩ-ＯＣＲサーバへ提供する必要があり、当該オンライン結合には公益上の必要性があ

る。 

 

３ 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第１０条第１項第２号） 

 (1) ネットワークの安全性について 

庁内情報系システムとＡＩ-ＯＣＲサーバとは、専用回線に接続されており、外部のイン   

ターネット環境とは切り離されたＬＧＷＡＮ（※２）環境下にある。 

※２ ＬＧＷＡＮ：自治体間等の情報のやり取りのために特別につくられた行政専用のネッ

トワーク。情報はインターネットから切り離された閉域ネットワークでのやり取りとな

り、一定のセキュリティを設けているため、通常のインターネットとは比較にならない

程のセキュリティが確保されている。 

 

 (2) システムの安全性について 

ＡＩ-ＯＣＲサーバへ送信された申請書ＰⅮＦデータは、送信後５日でサーバ内から完全に

削除される。これは、ＡＩ－ＯＣＲの提供事業者が定めている仕様であり、ユーザ側でサー

バ上のデータを物理削除できないようになっている。また、ＡＩ-ＯＣＲサーバ設置・管理業

者においては、セキュリティ対策としてネットワークペネトレーションテスト（※３）の実

施、ファイアウォール（※４）によるアクセス制御、ＷＡＦ（※５）によるセキュリティ強

化、ＩＰＳ（※６）による不正アクセスの検知等の措置が講じられている。 

 

 

通信回線を介したオンライン結合 

 LGWAN-ASP 

ＡＩ-ＯＣＲサーバ 

スキャナー 

ＡＩ-ＯＣＲの活用イメージ 

----------
----------
----------
---------- 

申請書等（紙） 

ＰＤＦ化した申請書等 
をサーバへ送信 

文字データに変換
されたデータを取得 
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※３ ネットワークペネトレーションテスト：実際に既知の技術を用いてシステムへの侵入

を試みることで、システムに脆弱性がないかどうかをテストする手法のこと。 

※４ ファイアウォール：ネットワーク保護のため、外部からの攻撃を阻止し、及び内部か

らの望まない通信を防ぐシステム 

※５ ＷＡＦ：ファイアウォ―ルの一種で、従来のファイアウォールでは防げないウェブア

プリケーションに対する不正な攻撃を防御するためのシステム 

※６ ＩＰＳ：不正侵入防御システムのことで、不正なアクセスを検知し、通信を遮断する

役割を担う。 

 

(3) 物理的な安全性について 

   ＡＩ-ＯＣＲサーバ保有・管理業者においては、物理的な安全管理措置として、ＡＩ-ＯＣ

Ｒサーバを保管しているデータセンターへの入館者は最小限とし、入館の際はプロジェクト

リーダーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。 

また、ＡＩ-ＯＣＲサーバを格納するラックは施錠し、鍵を使用できる者を制限した上で、

作業状況を常時監視カメラで記録することとしている。 

 

４ 提供する個人情報の内容 

  資料１に記載された情報のうち、住所、氏名、電話番号、振込先口座情報 

 

５ 実施時期 

審議会承認後 
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No.通し番号                                 年   月   日 

久留米市長 あて 

●●●●（災害名）久留米市災害義援金申請書 

申請期限：  年 月  日（ ） 

 

世帯主（申請・受取人）             ※申請者は原則、世帯主となります。              

氏    名（フリガナ） 住     所 

 郵便番号：    － 

○印  

(認印可)            

 

電話番号： 

 下記の事項を了解した上、●●●●（災害名）久留米市災害義援金を申請します。 

① この申請は、世帯内で協議のうえ代表して申請するものであり、関係者間の調整は、世帯主が 

責任をもって行います。 

② 義援金配分事務のため、被災者台帳の情報を利用することを承認します。 

③ 義援金の配分が複数回にわたる場合も、この申請書で申請した口座で受け取ることに同意します。 

 

 

義援金配分先の受取口座 

 

（「金融機関」か「ゆうちょ銀行」のどちらかを記入ください） 

□ 金融機関名 
（ゆうちょ銀行を除く） 

支 店 名 分類 口座番号 

（フリガナ） 

口 座 名 義 

           銀行 信金  

信組 農協  
 普

通 

・ 

当

座 

       

 

 
銀行コード 

    支店 

コード 

   

 

□ ゆうちょ銀行 
通帳記号 

（６桁目がある場合は、 
※欄にご記入ください。） 

 通帳番号 
(右詰めにてご記入ください) 

（フリガナ） 

口 座 名 義 

貯金通帳の表紙裏又は、キ

ャッシュカードの記号・番

号をご記入ください 

1    0 

※ 

         

 

 

 

＜注意＞ 

（１）『１.世帯主（申請・受取人）』欄及び『２.振込先の口座名義』欄のフリガナは、通帳のカタ

カナ氏名と同じか確認してください。 

（２）普通・当座以外の口座（貯蓄預金や定期預金等）には振込みできません。 
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